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企業立地促進対策事業（単県）【一部新規】 

 

１ 目的 

県内外の企業に対し，今後投資拡大が予想される分野等に対して，重点的な誘致活動に取り組むとと

もに，企業ニーズにあったインセンティブにより県内企業の成長を促進し，社会情勢の変動に対応でき

る産業基盤の構築，イノベーションの起きやすい産業集積を図ることで，県経済の持続的な発展につな

げる。 

また，市町との連携や民間遊休地の活用も図りながら県内外から企業を誘致することにより，雇用機

会・税収の確保及び県内企業の活性化を図る。 

 

２ 事業内容 

（単位：千円） 

区 分 内 容 予算額 

立地企業等へ

の助成 

○留置を含めた設備投資等の助成制度 

 ・環境・エネルギー，医療・健康等先端分野への助成 

 ・老朽化した動力設備等の更新も含めた大規模設備投資への助成 

 ・基盤産業を幅広く支援するための助成（中山間地域を優遇） 

 ・県営産業団地等への立地助成  

○「人」と「機能」に着目した助成制度 

 ・本社機能（本社，研究開発部門，研修施設等）を広島県内に移転・

新設した企業に対し，社員とその家族に係る転居費用及びオフィス改

修費や人材確保経費等の初期コストを助成 

※外国企業の誘致促進の観点から，海外からの進出については助成制

度の要件を緩和（新規雇用３人⇒１人）【新規】 

 ・情報サービス事業所に対し，オフィス賃料と通信回線使用料を助成 

○産業用地の確保のための助成制度 

 ・市町が開発予定の産業団地に係る調査費及び造成費を助成 

 ・民間遊休地に対する助成制度等を新設した市町への助成 

(債務 1,228,540) 

5,393,307 

企業誘致活動 

○企業訪問，現地案内 

○企業誘致セミナーによるＩＴ企業等の誘致 

○日本立地センターを活用した情報収集等 

 ・企業・他自治体の動向等情報収集，本県用地情報等の提供 など 

16,396 

広島の魅力を

発信するＰＲ

の強化 

○立地ガイド作成，動画制作等 

 ・生活環境を含めた本県の投資立地環境や産業団地，優遇制度の紹介 

 ・ＰＲ動画，全国誌への広告により広島の魅力を発信 

3,203 

合 計 
(債務 1,228,540) 

5,412,906 

 

３ 成果目標 

・県内企業の留置（県内への工場集約・拠点化等）件数及び県外企業（工場・物流拠点等）の誘致件数 

（Ｈ30実績）57件 ⇒ （Ｒ２目標）35件 

・本社・研究開発機能等の移転・拡充  

（Ｈ30実績）14件 ⇒ （Ｒ２目標）30件 

課 名 県内投資促進課 

 


